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－浴風会及び杉並区の実態を基に－
大　坪　宏　至
はじめに
Ⅰ　制度における身体的負担
　１．サービス利用者の視点から
　２．サービス提供者の視点から
Ⅱ　制度における経済的負担
　１．サービス利用者の視点から
　２．サービス提供者の視点から
おわりに
はじめに
　介護保険制度はいくつかの目的を持って開始された。例えば、国民経済といったマクロの視点か
らは、増大する国民医療費、特に老人医療費を抑制するために、介護を医療と切り離して、医療保
険とは別立てで介護保険を設けようとした。そのための保険料徴収に当たっては、第１号被保険者
１）と第２号被保険者２）に分け、所得格差にも配慮した３）。また、病院・診療所並びに老人保健施
設等の医療系施設、あるいは特別養護老人ホーム等の福祉系施設における社会的入院といったミク
ロの視点からは、介護保険制度によって、そうした社会的入院の軽減を図ろうとした。
　さらに、介護保険制度開始直前まで家族介護が話題にされたが４）、介護を家族で支えるものとし
て捉える認識から脱却し、社会全体で支えるシステムの構築を図るという目的もあった。制度が大
きな混乱もなく導入できた要因のひとつとして、現金給付を行わなかったことも挙げられる５）。
　介護保険制度の導入により、こうした目的はどの程度達成されたのであろうか。本稿では制度の
目的のうち、主に家族の身体的負担の軽減、経済的負担の軽減並びに社会的入院の軽減の３つに焦
点を絞り、介護サービスの供給側面、つまり、提供者の視点からの検証を試みる。同時に、介護
サービスの需要側面、つまり、利用者の視点からも検証したい。
　具体的には、提供者の視点として、社会福祉法人浴風会の職員を対象とした調査結果を示しなが
ら検討したい。浴風会の調査は2001年８月に浴風会施設の協力を得て行ったもので６）、南陽園７）
の職員28名８）、第二南陽園９）の職員38名10）、浴風会病院11）の職員17名12）を対象に実施した。
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　利用者の視点としては、浴風会の所在地である杉並区が、利用者を対象に、2000年11月から2001
年１月にかけて実施した調査の結果を主に参考とする13）。また、杉並区の利用者に限らず、別の都
内特甲地14）の地域や､大阪地区の利用者についても取り挙げ､適宜比較しながら検討していきたい。
Ⅰ　制度における身体的負担
１．サービス利用者の視点から
　介護保険制度の導入により、サービス利用者の家族や介護者の身体的負担は、軽減されたのであ
ろうか。その実態を明らかにするため、まず杉並区の調査結果をみてみる。
　杉並区の調査では、介護保険制度が始まって改善された点について、11の選択肢を設けて選ばせ
ている｡その結果､｢介護者や家族の負担が減った」という回答が最も多く､22.5％となっている15）。
要介護度別にみると、要介護３ではその割合が最も高く30.9％となっており、次いで要介護４で
26.9％、要介護２で26.8％となっている（図Ⅰ－１を参照。）。
図Ⅰ－１　介護保険制度が始まって良くなったと思う点（複数回答)(要介護認定結果別）
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12
Ｎ
???????????っ ? ??っ??ー?? ?っ?ー ? ???ー ?????? っ? ??????っ ???っ? ー ???、???? ? ??????? っ? 、 ?????? っ ????
0TOTAL 5,55522.515.511.17.6 5.6 4.3 7.1 4.311.05.725.022.0
1要支援 1,08816.312.23.8 4.4 4.0 3.5 6.6 4.0 9.7 3.826.728.9
2要介護１ 1,68020.716.410.57.4 6.0 4.6 6.8 3.510.15.725.120.6
3要介護２ 92326.818.913.18.6 6.6 4.6 9.3 5.0 9.9 6.424.218.5
4要介護３ 60830.918.117.39.7 5.6 4.4 8.2 4.313.26.423.015.5
5要介護４ 63926.915.214.711.46.4 5.5 6.6 4.911.96.728.516.0
6要介護５ 42223.514.016.68.1 5.7 4.0 5.5 7.317.37.824.917.3
資料出所：『杉並区介護保険サービス利用調査報告書　調査結果報告書』杉並区
高齢者福祉部計画推進課、2001年３月、99頁。
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　「介護者や家族の負担が減った」という回答は、世帯別にみると夫婦世帯で28.0％と高い割合を
示している16）。介護保険料の段階別には、第５段階で最も高く30.6％、次いで第４段階で29.6％と
なっており、第１・２・３段階よりも高く、所得面で苦しい環境にある人ほど、低い割合になって
いる17）。
　在宅サービス利用開始時期別にみると、
「介護者や家族の負担が減った」につい
ては介護保険制度開始以後から利用を始
めた利用者の約４割が挙げており、開始以
前からの利用者の割合に比べてかなり高く
なっている（図Ⅰ－２を参照。）。
　比較のために、杉並区以外の調査をみて
みる。東京都三鷹市の調査18）によれば、
「介護者の負担は軽減されたと思うか。」
との質問に対し、「そう思う」の回答は全
体で55.3％、「そう思わない」の回答が
22.7％となっている。「そう思う」の回答
は利用者本人よりも家族からの方が多く
なっている。家族の方が利用者よりも負担
の軽減を強く感じているのかもしれな
い。要介護度別では、要介護２から５
で、約３割の人が「そう思わない」と
の回答をしており、要支援や要介護１
の軽度の利用者に比べてその割合は高
く、中度から重度の利用者で、約３割
は身体的負担の軽減はないとしている
（図Ⅰ－３を参照。）。
　三鷹市の調査結果では、５割以上の
人が、身体的負担の軽減を感じており、
杉並区の２割強よりも高い割合となっ
ていた。次に大阪市の調査もみてみる
19）。大阪市の調査では、杉並区と同様
資料出所：『介護保険サービス利用者満足度調査報告書』三鷹市
　　　　　健康福祉部介護保険課、2001年３月、30頁。
図Ⅰ－２　介護保険制度が始まって良くなったと思う点（複
　　　　　数回答）在宅サービス利用開始時期別比較
資料出所：図Ⅰ－１に同じ、103頁。
図Ⅰ－３　介護者の負担軽減について
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に、サービスを利用して良かったと思うことを尋ねている。その結果、「家族の介護負担が減っ
た」とする回答が最も多く、全体では49.4％となっており、女性（46.2％）よりも男性（57.6％）
で高くなっている20）。
　ところで、介護保険制度によって逆に、身体的負担が増えたと感じている人はどのくらいいるの
であろうか。杉並区の調査によれば、増えたと感じている利用者の割合は低く、全体では8.1％と
なっている。要介護度別にみても、要介護４で15.6％と高いものの、要支援から要介護２までは
10％未満になっている21）。世帯別にみると、世帯全員が65歳以上の世帯で12.2％となっている22）。
介護保険料の段階別では、第３段階で11.6％と最も高くなっている23）。
　以上のことから、介護保険制度により、家族や介護者の身体的負担の軽減は図られているといえ
よう。ただし若干ではあるが、負担が増えたという利用者もいることに注意したい。
２．サービス提供者の視点から
　利用者の家族の身体的負担について、サービス提供者はどのように受けとめているのであろうか。
この点について、浴風会で実施した調査結果を示していきたい。
　浴風会の職員に対して、「介護保険制度開始によって、利用者の身体的負担は軽減されたと思い
ますか」という質問をした。回答は①軽くなった、②変わらない、③重くなったの３つから選択し
てもらった。
　表Ⅰ－１は南陽園の集計である。「軽くなった」が最も多く35.7％、次いで「変わらない 」が
32.1％、「重くなった」は25.0％となっている。
　第二南陽園では「変わらない」が52.6％と半分以上で、「軽くなった」は15.8％となった。無回
答も23.7％と多い（表Ⅰ－２を参照。）。表Ⅰ－３は南陽園と第二南陽園の合計を求めたものである。
その結果、「変わらない」が最も多く43.9％、次いで「軽くなった」が24.2％、「重くなった」は
15.2％ となった。サービス提供者の視点から家族の身体的負担が軽減されたと感じている人の割
合が24.2％ となったが、この数値は杉並区の利用者の意識（22.5％）に近くなっている。
表Ⅰ－１　家族の身体的負担（南陽園）
軽くなった 変わらない 重くなった 無回答
10人 ９人 ７人 ２人
35.7％ 32.1％ 25.0％ 7.1％
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表Ⅰ－２　家族の身体的負担（第二南陽園）
軽くなった 変わらない 重くなった 無回答
６人 20人 ３人 ９人
15.8％ 52.6％ 7.9％ 23.7％
表Ⅰ－３　家族の身体的負担（合　計）
軽くなった 変わらない 重くなった 無回答
16人 29人 10人 11人
24.2％ 43.9％ 15.2％ 16.7％
　職員の職種別に回答をみると、看護婦では約３割が「変わらない」と答え、残り７割は「無回
答」であった。看護婦の立場からは、身体的負担が軽減されているようには写っていないようであ
る。「重くなった」の回答はケアワーカーに多かった24）。職員の男女別では、女性の回答は、表Ⅰ
－３とほぼ同じであったが25）、男性では７割の人が「変わらない」という回答であった。
　これまで述べてきた身体的負担は、利用者の家族に関してであったが、ここでサービス提供者自
身に関する身体的負担についても取り挙げてみたい。この点については、浴風会の医師と医師以外
の職員のそれぞれに尋ねてみた。
　まず、医師以外の職員に対しては「介護保険制度開始によって、仕事は増えましたか。」という
質問をした。その結果、南陽園、第二南陽園ともに、「増えた」と答えた人が大部分で、「変わらな
い」と「無回答」はそれぞれ１名ずつであった。（表Ⅰ－４、表Ⅰ－５、表Ⅰ－６を参照。）。
表Ⅰ－４　仕事量の変化（南陽園）
増えた 減った 変わらない 無回答
27人 ０人 ０人 １人
96.4％ ０％ ０％ 3.6％
表Ⅰ－５　仕事量の変化（第二南陽園）
増えた 減った 変わらない 無回答
37人 １人 ０人 ０人
97.4％ 2.6％ ０％ ０％
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表Ⅰ－６　仕事量の変化（合計）
増えた 減った 変わらない 無回答
64人 １人 ０人 １人
97.0％ 1.5％ ０％ 1.5％
　仕事量が増加したと答えた人については、その内容を具体的に尋ねた。主なものをまとめると以
下のようになる。
　・ケース記録の入力等、パソコン処理業務が増大した。
　・書類作成が増え、事務的業務が増大した。
　・認定調査が加わり、勤務時間以外の仕事が増えた。
　・ケアプランの作成に時間がかかり、忙しさが増した。
　・制度開始前に比べ会議の回数が増えた。
　・家族からの権利・要求が増え、介護者の転倒・事故・ケガ・衣類の汚れ等の苦情が増加した。
そのための報告書作成も増えた。
　・ショートステイの空床利用が増え、職員の負担が増大している。
　・勤務時間内で仕事が終わらなくなり、残業が増えた。
　・契約になり、そのための説明等の時間が増えた。
　こうした現場の声を聞く限り、職員の身体的負担はかなり重くなってきていることがわかる。職
員が疲れ切ってしまわないよう、職員数を増やす等、何らかの対策を講じていく必要があるだろう。
　次に、医師の意識に注目したい。医師が介護保険制度に直接関わってくるのは、要介護認定作業、
つまり、主治医意見書の作成場面においてである。そこで、医師に対しては、「要介護認定作業は、
負担になっていますか。」という質問をした。その結果、「とても負担である」と「負担である」の
回答は、合計で66.7％であった26）。多くの医師は負担に感じていることがわかる。また、主治医意
見書の提出までの期間を尋ねたところ、「１週間以内」と答えた医師は40.0％、「８日～２週間」は
46.7％ で86.7％の医師は２週間以内に提出していた27）。
　介護保険制度は、医師以外の職員に対しては、仕事量の増加という点で負担を増やしている。ま
た、医師にとっても要介護認定作業が負担になっていることがわかる。今後は、提供者の負担とい
う点にも注目しながら、制度の円滑化が図られることが望まれる。
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Ⅱ　制度における経済的負担
１．サービス利用者の視点から
　サービス利用者の視点から、経済的負担を捉える場合、大きく２つに分けて考える必要がある。
ひとつは利用者の自己負担分である、
利用料（以降、本稿では利用料という
場合にはこの負担分を指す）である。
もうひとつは介護保険料についてであ
る。まず始めに利用料について触れて
みたい。
　杉並区の利用者についてその利用料
の実態を把握することから始めたい。
2000年10月における利用料の実態をみ
ると、5,000円未満は軽度の利用者で
多く、要支援で76.6％と他の要介護度
に比べ、圧倒的に高い割合を示してお
り、次いで要介護１で47.4％となって
いる。20,000円以上の利用料を支払っ
ている割合は、重度の利用者になる程
高く、要介護３で27.9％、要介護４で
40.2％、要介護５で51.0％という順に高くなっている（図Ⅱ－１を参照。）。
　介護保険料の段階別に利用料をみると、所得面で苦しい環境にある第１段階では平均で9,725円
と最も低い負担額となっている。逆に第１段階に比べて所得面で余裕がある第５段階では、平均
16,417円と最も高い利用料となっていることがわかる28）。
　要介護度別の利用料の平均は、要支援では3,643円と最も低く、要介護５で29,692円と最も高く
なっている29）。利用料の支給限度基準額に対する割合は、要介護１で46.6％と最も低く、要介護５
で78.2％と最も高くなっている30）。しかし、どうして限度額一杯の利用をしないのか。杉並区の利
用者の場合、最も多い理由は「現在のサービスで満足しているから」で、全体の26.6％の割合であ
る。軽度の利用者ではこの理由が多くなっている31）。次ぎに多い理由は「家族による介護で間に
合っているから」で、全体の21.9％を占め、重度の利用者でこの理由が多い32）。これら２つの理由
の合計割合は、世帯状況別にみても変わりなく、約５割を占めている33）。他の調査でも「現在の
サービスで満足しているから」という理由が多くなっているが、社会福祉法人　東京都社会福祉協
図Ⅱ－１　10月の在宅サービス利用料（利用者負担分）
要介護認定結果別
資料出所：図Ⅰ－１に同じ、80頁。
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議会の調査34）では､｢利用料の負担が高くなりすぎるため｣という理由が２番目に多くなっている35）。
三鷹市の調査でも、重度の利用者では利用料の経済的負担を理由に挙げる人が多い36）。
　利用料の経済的負担を、利用者はど
のように感じているのだろうか。杉並
区の場合、「妥当な金額だと思ってい
る」利用者の割合は全体の57.8％、
「少し高く感じている」と「かなり高
く感じる」の合計は27.5％となってい
る。利用料が高いと感じている利用者
の割合は要介護度３で高くなっており、
33.3％と約３分の１の人が利用料の負
担を感じていることになる（図Ⅱ－２
参照。）。
　利用者の経済的負担を、支払っている
利用料別にみてみると、利用料の支払額が上がるにつれて、妥当とする割合は減り、高いとする割
合が増えている。利用料が30,000円を超えると、高いと感じる割合は50％を超える37）。要介護度別
では、利用者が重度になるにつれ高いと感じる割合も増え、要介護４では約４割となっている38）。
　ここで比較のため、杉並区以外の調査結果もみてみたい。まず、介護保険制度開始によって、利
用料の増減があったのかという点について明らかにしたい。これに関しては、武蔵野市では43.3％
の利用者が増えたと答えている39）。また、三鷹市では45.7％の利用者が増えたと答え、武蔵野市に
近い割合になっている40）。大阪市では66.2％の利用者が増えたと答え41）、前２市に比べ高い割合と
なっている。いずれの調査においても、利用料が増えたとする利用者は４割以上いることになる。
　利用料の経済的負担については、武蔵野市の利用者が杉並区に近い割合となっている。武蔵野市
では、独自の助成制度を実施しており、訪問介護、通所介護、通所リハビリテーションにおける自
己負担額の７％を助成している。従って、自己負担率は３％であるため、現段階で利用料の経済的
負担感は極めて低いが42）、自己負担率10％の場合には、25.5％の人が負担に感じるとしている（杉
並区では27.5％であった）43）。大阪市では、制度によって利用料が増えたとする回答割合も高く、
また、負担を感じているという回答割合も43.8％と高くなっている44）。地域によって差があるもの
の、利用者の立場では利用料が経済的負担となっていることは確かである。
　介護保険料に関しては、杉並区では､33.4％が「妥当な金額だと思う」と回答しているが、同程
度の33.5％の利用者は「高く感じる」と回答している。世帯状況別にみると、ひとり暮らしでは、
図Ⅱ－２　利用料への感想　介護保険料の段階別
資料出所：図Ⅰ－１に同じ、83頁。
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介護保険料を｢安いと感じる｣
と「妥当な金額だと思う」と
する利用者の割合（40.6％）
の方が、「高く感じる」割合
（25.3％）よりも高くなって
いる。世帯全員が65歳以上の
世帯(夫婦のみ世帯を除く)も
同様で、前者の割合が40.5％
で後者の割合の37.8％を上
回っている。夫婦のみの世帯
とその他の同居世帯では逆に、
「高く感じる」割合の方が多くなっている（図Ⅱ－３を参照。）。
　介護保険料の経済的負担は、要介護度別には大きな差はみられないが45）、介護保険料の段階別で
は差がみられる。第１段階では「妥当な金額だと思う」とする利用者の割合が最も高く56.2％、
「高く感じる」は最も低く28.1％となっている。しかし、段階が上がるにつれ、妥当と感じる割合
は減少し、高いと感じる割合が増加している46）。
　ここで、比較のために、武蔵野市の調査をみてみる。武蔵野市の場合、杉並区よりも経済的負担
感を持つ利用者の割合は多くなっている。妥当と感じている利用者が28.9％であるのに対し、高い
と感じている利用者は58.8％にもなっている47）。要介護度別では要介護３・４で保険料の割高感は
特に強く、高いと感じている利用者は要介護３で73.1％、要介護４で74.3％となっている48）。
　介護保険料に関しても、利用者にとっては利用料と同様に、世帯状況や保険料段階で違いがみら
れたが、やはり、負担感をもっている利用者がかなり多いことがわかる。
２．サービス提供者の視点から
　利用者の経済的負担について、サービス提供者はどのように感じているのであろうか。この点に
ついて、浴風会で実施した調査結果をまとめてみたい。
　浴風会の職員に対して、「介護保険制度によって利用者の経済的負担は軽減されたと思います
か」という質問をした。その結果、南陽園では「軽くなったと思う」が最も多く46.4％の割合で
あった（表Ⅱ－１を参照。）。第二南陽園では、「変わらないと思う」と「重くなったと思う」が同
割合で約３割となった（表Ⅱ－２を参照。）。２施設の合計でみると、「変わらない」が最も多く
30.3％、次いで「軽くなった」が27.3％、「重くなった」が22.7％となった。サ－ビス提供者の視
資料出所：図Ⅰ－１に同じ、98頁。
図Ⅱ－３　介護保険料への考え方　本人の世帯状況別
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点からは、利用者の家族の経済的負担が軽減されているとはあまり感じていないようである（表Ⅱ
－３を参照。）。
表Ⅱ－１　家族の経済的負担（南陽園）
軽くなった 変わらない 重くなった 無回答
13人 ８人 ４人 ３人
46.4％ 28.6％ 14.3％ 10.7％
表Ⅱ－２　家族の経済的負担（第二南陽園）
軽くなった 変わらない 重くなった 無回答
５人 12人 11人 10人
13.2％ 31.6％ 28.9％ 26.3％
表Ⅱ－３　家族の経済的負担（合　計）
軽くなった 変わらない 重くなった 無回答
18人 20人 15人 13人
27.3％ 30.3％ 22.7％ 19.7％
　職員の職種別の回答をみると、事務職・相談員ではどの回答も同割合であった。ケアワーカーで
は「変わらない」が40.7％と最も多く、「重くなった」は37.0％、「軽くなった」は11.1％と少な
かった。年代別では差はみられなかった。男女別では、男性では「変わらない」が50％と最も多
かったのに対し、女性ではどの回答もほぼ同割合であった。
　無回答の人達のうち、何人かにその理由を尋ねたところ、「施設利用者にとって経済的負担は軽
減されたと思うが、居宅サービスで通所利用者の場合には、かえって重くなったと思う」という意
見が聞かれた。また、「高額所得の世帯では軽くなったと思うが、年金生活者にとってはむしろ重
くなったと思う」という見解もあった。
　サービス提供者自身にとっての経済的負担は、直接的には彼らの給与がどの程度か、満足できる
範囲内であるか等によって把握することができるのかもしれないが、間接的には所属する組織の収
益、具体的には介護報酬をどう感じているかを把握することによって、推測することも可能かもし
れない。そこで、介護報酬に対する印象を質問してみた。南陽園の調査結果は表Ⅱ－４を、第二南
陽園は表Ⅱ－５を参照にされたい。表Ⅱ－６は２つの施設の合計結果であるが、これによると、約
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７割の職員が介護報酬を「低い」と感じていることがわかる。回答では、職種別、男女別の差はみ
られなかった。
表Ⅱ－４　介護報酬（南陽園）
高い 低い ちょうどいい 無回答
１人 19人 ６人 ２人
3.6％ 67.9％ 21.4％ 7.2％
表Ⅱ－５　介護報酬（第二南陽園）
高い 低い ちょうどいい 無回答
１人 26人 １人 10人
2.6％ 68.4％ 2.6％ 26.3％
表Ⅱ－６　介護報酬（合　計）
高い 低い ちょうどいい 無回答
２人 45人 ７人 12人
3.0％ 68.2％ 10.6％ 18.2％
　医師に対しても同様の質問をしたところ、表Ⅱ－６の医師以外の職員と同じように、「低い」と
感じている医師が46.7％と最も多かった49）。
　サービス提供者の視点からは、現在の介護報酬を「低い」と感じている人が多いことがわかった。
おわりに
　最後に社会的入院についても言及しておきたい。介護保険制度によって、社会的入院は軽減され
ているのであろうか。この点については、現場の職員の反応を探ることが、実態を把握する有効な
手段のひとつになり得る。そこで、浴風会の職員に対して「介護保険制度によって社会的入院は軽
減されたと思いますか」という質問をした。その結果、南陽園と第二南陽園のどちらでも、「軽減
されていない」との回答が半分以上であった（表Ⅲ－１、Ⅲ－２を参照。）。両者の合計では、
54.5％が「軽減されていない」としており、「軽減された」の回答はわずか6.1％に過ぎなかった
（表Ⅲ－３を参照。）。
　男女別では、「軽減されていない」の回答は、男性で90％、女性で46.5％と男性の方が高い割合
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になった。職種別では「軽減されていない」の回答が特に高かったのは看護婦で83.3％であった
50）。
　この調査結果をみる限りでは、社会的入院の軽減は思うように図られていないといえる。
表Ⅲ－１　社会的入院（南陽園）
軽減された 軽減されていない 無回答
２人 16人 10人
7.1％ 57.1％ 35.7％
表Ⅲ－２　社会的入院（第二南陽園）
軽減された 軽減されていない 無回答
２人 20人 16人
5.3％ 52.6％ 42.1％
表Ⅲ－３　社会的入院（合　計）
軽減された 軽減されていない 無回答
４人 36人 26人
6.1％ 54.5％ 39.4％
　浴風会では、制度全体に対する評価についても調査した。その結果「全体的に評価していない」
の回答が多く、南陽園では67.9％51）、第二南陽園では60.5％52）、合計では、63.6％53）であった。
男女別では、男性の80.0％、女性の60.5％が評価していないという回答で男性の方が高い割合で
あった。ただし、医師については「全体的に評価している」という回答が40.0％と他の職種に比べ、
評価している割合が高くなった54）。しかし、医師の半数以上は評価していないと答えている。サー
ビス提供者の視点からは、制度に対して厳しい評価が下されていることがうかがえる。しかし、利
用者の視点では、制度に不満を持っている割合が、杉並区55）・三鷹市56）で約15％、大阪市57）で
30％など、提供者よりは制度を評価している回答結果もでている。
　医療制度あるいは医療政策の議論の場では、一方的なマクロの視点から語られることが多いよう
に感じられる。しかし、介護サービスの質の向上を図り、介護保険制度をより充実させるためには、
サービス提供者と利用者の実態を把握し、それぞれの立場に十分な配慮をしたうえで医療政策が議
論されるべきである。例えば、利用者の自己負担の増額等についても、こうした配慮は欠かせない。
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そのためにも本稿でまとめたような検討は、今後も継続して進められるべきである。
　なお、本稿で示した浴風会の調査は、浴風会病院副院長　鈴木孝臣氏、南陽園園長　松尾和昌氏、
第二南陽園医務室副室長　嶋澤美鈴氏の協力を得て実施することができた。各氏にはこの場を借り
て深く御礼申し上げたい。
　なお、本稿は文部科学省科学研究補助金の助成を受けており、その成果の一部である。
〈注〉
１）65歳以上を第１号被保険者として、老齢・退職年金の受給額が年間18万円以上の人は年金から天引きされ
る。18万円未満の人、課税対象とならない年金を受給している人、並びに無年金の人は、銀行、郵便局で
の窓口給付または、口座振替となる。つまり、保険料の納付方法が２通りになっている。
２）40歳から64歳までを第２号被保険者と呼び、保険料は加入している医療保険料に上乗せされ、一括して納
付する。保険料は各医療保険者ごとに異なり、各医療保険者から社会保険診療報酬支払基金に一度集めた
後、市町村に分配される。社会保険の人は給与から天引きされ、被扶養者には直接の負担はない。国民健
康保険では、世帯主が世帯の中の第２号被保険者分を納付することになる。
３）第１号被保険者の保険料は、市町村の定める基準額に係数を乗じて算定し、所得に応じて５段階の設定と
なっている。なお基準額は各市町村の高齢者数、サービスを必要とする人数、サービスの供給量等から算
定し、この給付水準の高低によって変わってくる。例えば東京都武蔵野市では、3,300円の基準額（2001
年）となっている。
　　　第１段階とは、生活保護者または老齢福祉年金受給者で世帯全員が住民税非課税の人で、基準額に0.5
を乗じた額が保険料月額となる。第２段階は世帯全員が住民税非課税の場合で、基準額に0.75を乗じて算
定する。第３段階は本人が住民税非課税の場合で、基準額が保険料額となる。第４段階は本人が住民税課
税で年間合計所得250万円未満の場合で、基準額に1.25を乗じて算定する。第５段階は本人が住民税課税
で、年間合計所得250万円以上の場合で基準額に1.5を乗じて算定する。
４）1999年10月６日、自民・自由・公明３党の政策責任者が国会内で会談し、介護保険制度の抜本的見直しの
意向を表明したこともあり、家族介護に関しては制度開始直前まで話題になった。家族介護に関する議論
での論点は４つに整理することができる。
　　１．介護保険制度の理念に反していないか。　２．一般の家族介護との区別をどうするか。
　　３．介護報酬の水準をどうするか。４．地域の限定をどうするか。の４つである。
５）現金給付はドイツで行われている。ドイツにおける現金給付の割合は施設ケア（Altenpfregeheim 等）を含
めた全体で約６割、在宅に限れば約７割以上といわれている。
６）浴風会は1925年１月に設立された。施設の多くは平成に入ってから新築されたものである。所在地は東京
都杉並区高井戸西１－12－１。
７）特別養護老人ホーム南陽園は1989年度から２カ年計画で新築された。５階建て、延床面積9,050平方メー
トル、定員242名で、居室は４人部屋が55室、１人部屋16室、２人部屋８室、家族利用部屋２室を設けて
いる。
８）南陽園の職員28名の内訳は、園長１名（男性）、副園長２名（男性１名・女性１名）、相談員２名（男性）、
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看護婦３名（女性）、ケアワーカー20名（男性４名・女性16名）である。
９）特別養護老人ホーム第二南陽園は、創立60周年を記念事業として、1985年から２カ年計画で建築された。
地下１階地上３階建、延床面積5,420平方メートル、定員150名で、居室は４人部屋が33室、１人部屋が18
室、２人部屋が３室となっている。
10）第二南陽園の回答者の職種は次のようになっている。事務職２名（男性１名・女性１名）、相談員２名
（男性１名・女性１名）、看護婦５名、看護士１名、ケアワーカー27名（男性４名・女性23名）、栄養士１
名（女性）。
11）浴風会病院の施設は1975年８月に完成した。診療科目には、内科・神経科・整形外科・皮膚科・眼科・耳
鼻咽喉科・歯科・リハビリテーション科がある。病床数は300床。
12）浴風会病院の回答者の内訳は、医師が15名、ケアワーカーが２名である。
13）杉並区では2000年11月16日から2001年１月19日にかけて、要支援・要介護の第１号被保険者7,330名（有
効回収数5,993名、有効回収率81.75％）、要支援要介護の第２号被保険者228名（有効回収数144名、有効
回収率63.16％）、自立判定を受けた第１号被保険者430名（有効回収数339名、有効回収率78.84％）を対
象に調査を実施している。調査結果の詳細については以下を参照。『杉並区介護保険サービス利用状況調
査　調査結果報告書』杉並区高齢者福祉部計画推進課、2001年３月。
14）介護保険報酬単価は基本的には１単位10円であるが、居宅サービスの地域差を勘案し、割り増し地域を設
けている。杉並区は割増率が最も高い特別区に属している。次いで割増率が高いのは特甲地で、都内では
武蔵野市や三鷹市等、大阪地区では大阪市や枚方市等が相当し、続いて甲地、乙地の順になっている。
15）第２号被保険者においても、「介護者や家族の負担が減った」との回答が最も多く、その割合は第１号被
保険者よりも高く、25.8％となっている（注３の報告書、144頁。）。
16）世帯状況別に「介護者や家族の負担が減った」と答えた人の割合をみると、夫婦のみの世帯で28.0％、世
帯全員が65歳以上の世帯（夫婦のみ世帯を除く）で23.8％、その他の同居世帯で23.8％となっている（注
13の報告書、100頁。）。
17）介護保険料の段階別にこの回答割合をみると、第１段階で最も少なく24.5％、第２段階で24.8％、第３段
階で26.0％、第４段階で29.6％、第５段階で最も高く30.6％となっている（注13の報告書、105頁。）。
18）三鷹市の調査は、2000年11月16日から12月11日にかけて、483名を対象に実施された。回収数は387、回収
率は80.1％となっている。調査結果の詳細については以下を参照されたい。『介護保険サービス利用者満
足度調査報告書』三鷹市健康福祉部介護保険課、2001年３月。
19）大阪市では2000年７月から８月にかけて、要支援・要介護者3,000名を対象に調査している。回収数は
2,145、回収率は71.5％となっている。この調査についての詳細は以下を参照されたい。『介護保険施行後
に係わる居宅介護サービスの実態調査報告書』大阪市、2000年11月。
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20）年代別には、60歳代でやや低くなっているが、70歳より上では年齢が高くなる程割合も高くなっている。
下図参照。
〈サービスを利用してよかったこと〉
21）「介護者や家族の負担が増えた」との回答は、要支援で4.3％、要介護１で6.0％、要介護２で8.1％、要介
護３で11.7％、要介護４で15.6％、要介護５で12.3％となっている。要介護３から５の重度利用者で、負
担が増えたとの回答が多い（注13の報告書、106頁。）。こうした不満の理由としては、介護保険制度によ
り、従来利用できたサービスに制限が加わる等、制度による制約があるのではないかということ等が推測
される。
22）「介護者や家族の負担が増えた」とする回答は、世帯別では世帯全員が65歳以上の世帯（夫婦のみ世帯を
除く）で12.2％、その他の同居世帯で10.4％と高く、夫婦のみの世帯では7.5％と低くなっている（同上、
107頁。）。
23）介護保険料の段階別では、第３段階で11.6％と１割を超えているが、第１段階では5.6％、第２段階では
9.0％、第４段階では9.2％、第５段階では8.7％と、どれも１割に満たない（同上、110頁。）。
24）事務職・相談員の回答割合は、「変わらない」が50％、「軽くなった」が25％、「無回答」が25％で、「重く
なった」はいなかった。
25）女性職員の回答割合は、「変わらない」が39.5％、「軽くなった」が27.9％、「重くなった」が14.0％、「無
回答」が18.6％となった。
26）医師の回答結果は次のようになった。
　　「とても負担である」……２人（13.3％）、【回答者の１人は50代男性、もう１人は30代女性】
　　「負担である」……８人（53.3％）
　　「負担には感じていない」……４人（26.6％）【回答者の１人は70代。この医師は主治医意見書も７日以
内に提出しており、要介護認定作業にも積極的であり、苦にしていないようである。他の３人は30代の若
い医師である。】
　　「無回答」……１人
27）主治医意見書に関する医師の回答は次のとおりである。
　　「７日以内」……６人（40.0％）うち１人は70代、他は30代・40代の若手医師。
資料出所：注19に同じ。57頁。
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　　「８日から２週間」……７人（46.7％）この回答が最も多い
　　「15日から３週間」……１人
　　「15日から３週間」、「無回答」……なし
28）介護保険料の段階別利用料は次のようになっている。
10月の在宅サービス利用料（利用者負担分）：介護保険料の段階別
29）利用料の平均額は要支援で3,643円、要介護１で8,172円、要介護２で13,547円、要介護３で17,199円、要
介護４で24,128円、要介護５で29,692円と順に高くなっている。
30）支給限度基準額に対する割合は、自己負担分である利用料を10倍し、支給限度基準額で除し、100倍すれ
ば求められる。したがって、要介護度別の割合は次のようになる。
　　 要支援 ：3,643×10÷64,300×1 0＝56.7  要介護１ ：8,172×10 ÷ 175,400×1 ＝46.6
　　 要介護２ ：13,547×10 ÷ 205,800×1 ＝65.8  要介護３ ：17,199×10 ÷ 283,200×1 ＝60.7
　　 要介護４ ：24,128×10 ÷ 323,900×1 ＝74.5  要介護５ ：29,692×10 ÷ 379,500×1 ＝78.2
　　利用者が重度になるにつれ、限度額に近い利用をしていることがわかる。
31）この理由を挙げている人の割合を要介護度別にみると、要支援で最も高く48.8％、要介護１で34.8％、要
介護２で23.3％、要介護３で16.1％、要介護４で15.9％、要介護５で15.4％となっている（注13の報告書、
88頁。）。
32）この理由を挙げている人の割合は 要支援で4.8％、要介護１で17.4％、要介護２で20.7％、要介護３で
35.1％、要介護４で27.7％、要介護５で27.6％と重度の利用者で高くなっている（同上。）。
33）２つの理由の合計割合は世帯状況別に、ひとり暮らしで45.3％、夫婦のみの世帯では49.8％、世帯全体が
65歳以上の世帯で49.2％となっている（同上、89頁。）。
34）社会福祉法人東京都社会福祉協議会では、2001年２月14日から３月２日にかけて、東京都内の指定居宅介
護支援事業者48の協力を得て、286名を対象に調査を実施している。回収数は181、回収率は63.6％。
資料出所：図Ⅰ－１に同じ、82頁。
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35）この調査結果は次のようになっている。
限度額まで利用しない理由（複数回答）
回答者数：131名
理　　　　　由 回答者の割合(％)
１ 現在のサービスで足りているため 56.5
２ 利用料の負担が高くなりすぎるため 17.6
３ 自立のためにはなるべくサービスを使わない方がよいと思うため 16.0
４ 緊急にサービスが必要になった時に困るのではと心配なため 14.5
５ 他に使える介護サービスの種類や内容がよくわからないため  9.9
６ 介護支援専門員の勧めるとおりにしたため  3.8
７ 使いたいサービスに空きがないため  1.5
８ その他  6.9
資料出所：同上、17頁。
要介護別にみた限度額まで利用しない理由（上位３位）
（％）
①　現在のサービスで足りている 72
②　利用料の負担が高くなりすぎている 13
?
 ?
 ?
②　自立のためには、なるべく使わない方がよい 13
①　現在のサービスで足りている 69
②　自立のためには、なるべく使わない方がよい 27
????
③　他に使える介護サービスの種類や内容が分からない 12
①　現在のサービスで足りている 45
②　自立のためには、なるべく使わない方がよい 28
③　利用者の負担が高くなりすぎる 17
????
③　緊急にサービスが必要になったときが心配 17
①　現在のサービスで足りている 40
②　利用料の負担が高くなりすぎる 33
????
③　他に使える介護サービスの種類や内容が分からない 20
①　現在のサービスで足りている 50
②　緊急にサービスが必要になったときが心配 42
????
③　利用者の負担が高くなりすぎる 25
①　現在のサービスで足りている 50
②　利用者の負担が高くなりすぎる 25
????
②　緊急にサービスが必要になったときが心配 25
資料出所：同上19頁。
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36）三鷹市の調査結果は次のようになっている。
給付限度額まで利用していない理由
資料出所：図Ⅰ－３に同じ、37頁。
37）支払っている利用料別に、料金の経済的負担をみると次のようになっている。
利用料への感想　10月の在宅サービス利用料（利用者負担分）別
資料出所：図Ⅰ－１に同じ、83頁。
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38）利用料の経済的負担を要介護度別にみると、次のようになっている。
資料出所：同上、84頁。
39）介護保険制度開始前に比べ「自己負担が増えた」とする回答は、武蔵野市では43.3％、「あまり変わらな
い」が20.2％、「減った」が7.9％、「わからない」が15.5％、「無回答」が13.0％となっている。増えたと
する割合は、要介護５で71.9％と最も高くなっている（『武蔵野市介護保険サービスに関する満足度調
査・利用者調査及びサービスの質向上に向けた今後の方向性　調査検討報告書』　武蔵野市福祉保健部介
護保険課、2001年３月、89頁。）
40）三鷹市でも武蔵野市と同様に、重度の利用者ほど「増えた」とする回答が多くなっている。以下の図を参
照。
介護保険サービスの利用者負担の変化
資料出所：図Ⅰ－３に同じ、34頁。
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41）大阪市では全体で、「増えた」が66.2％、「変わらない」が13.7％、「減った」が7.5％、「無回答」が
12.6％となっている。女性（67.5％）の方が男性（62.6％）よりも高い割合になっている（注19の報告書、
41頁。）。
42）自己負担率３％の現状では「少額なので問題ない」が49.8％、「ある程度負担だが仕方ない」が34.7％、
「かなりの負担となる」が2.0％となっている（注39の報告書、91頁。）。
43）自己負担率が３％ではなく10％であったと想定すると、要支援を除いてすべての要介護度で30％を超える
人が負担となるとしており、要介護３と４で負担と感じる人が多くなっている。下図を参照。
自己負担（10％の場合）：要介護度別
資料出所：注39に同じ、92頁。
44）大阪市の調査では、「利用料の負担が大きい」が23.0％、「やや大きい」が20.8％となっている。女性
（44.5％）の方が男性（41.7％）よりも高い（注19の報告書、42頁。）。
45）妥当な金額と思っている割合は、どの要介護度でも30～35％となっており、大きな差はみられない。高く
感じている割合は、要支援で29.7％とやや低い以外は他の要介護度では37％前後となっている（注13の報
告書、97頁。）。
46）介護保険料の段階別の経済的負担は次のようになっている。
介護保険料への考え方：介護保険料の段階別
資料出所：図Ⅰ－１に同じ、98頁。
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47）武蔵野市の調査は2000年12月に実施されているため、その時点では特別措置により、基準額3,300円の半
額であった（2001年 0月からは全額徴収）。この点も考慮して調査結果をみると、3,300円でも妥当だと思
う割合は28.9％、3,300円でも高いと思う割合は47.8％、1,650円でも高いと思う割合は11.0％、無回答が
12.3％となっている（注39の報告書、92頁。）。
48）「1,650円でも高い」と「3,300円は高い」の合計割合は、要支援で65.6％、要介護１で67.1％、要介護２
で64.9％、要介護３で73.1％、要介護４で74.3％、要介護５で56.3％となっている（同上、93頁。）。
49）医師の回答は「低い」が46.7％（15人中７人）、「ちょうどよい」が26.7％、（４人）、「無回答」が26.7％
（４人）となった。
50）「軽減されていない」の回答は、事務職・相談員で75.0％、ケアワーカーで44.4％となった。ケアワー
カーでは「無回答」が多かった（55.6％）。
51）南陽園の調査結果は次のようになった。
制度の評価（南陽園）
評価している 評価していない 無回答
５人 19人 ４人
17.9％ 67.9％ 14.3％
52）第二南陽園の調査結果は次のようになった。
制度の評価（第二南陽園）
評価している 評価していない 無回答
11人 23人 ４人
28.9％ 60.5％ 10.5％
53）南陽園と第二南陽園の調査結果の合計は次のようになった。
制度の評価（合　計）
評価している 評価していない 無回答
16人 42人 ８人
24.2％ 63.6％ 12.1％
54）医師の回答では、制度を全体的に「評価している」が40.0％、「評価していない」が53.8％、「無回答」が
6.7％となった。
55）介護保険サービス全般に対して、杉並区の利用者対象の調査では、51.4％が「満足」としており、「不
満」は14.6％となっている（注13の報告書、78-79頁。）。
56）三鷹市の利用者では、介護保険全体に対して「満足」している割合が36.1％、「不満」は15.2％となって
いる（注18の報告書、31頁。）。
57）大阪市では、「介護保険制度自体に不満をもっているか 」と質問しており、それに対して、「不満があ
る」が29.2％、「不満はない」が49.3％となっている（注19の報告書、66頁。）。
（2001年９月25日受理）
